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若
い
世
代
の
人
口
流
出
に
歯
止
め

を
か
け
る
、
京
阪
神
を
中
心
に
瀬

戸
内
市
で
ゆ
っ
た
り
と
暮
ら
し
た

い
人
に
対
し
て
さ
ら
な
る
魅
力
発

信
と
高
齢
に
な
っ
て
か
ら
も
安
心

し
て
生
活
で
き
る
環
境
の
整
備
を

考
え
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
な
ど
に
よ
っ
て

具
体
的
に
検
討
し
、
住
み
続
け
る

こ
と
の
安
心
感
や
し
あ
わ
せ
感
を

持
つ
こ
と
が
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

を
進
め
ま
す
。

　

市
政
運
営
上
特
に
重
要
で
戦
略

的
か
つ
組
織
横
断
的
な
検
討
が

必
要
な
案
件
に
つ
い
て
は
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
を
設
置
し
、
検

討
を
重
ね
て
い
ま
す
。

　
「
新
病
院
建
設
構
想
検
討
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
で
は
、
５
月

に
設
置
後
、
病
院
事
業
部
が
事
務

局
を
持
つ
検
討
委
員
会
と
連
携
し

な
が
ら
検
討
を
進
め
ま
し
た
。
計

８
回
の
会
議
を
開
催
し
、
主
に
新

病
院
の
機
能
・
規
模
、
地
域
包
括

ケ
ア
実
現
の
た
め
に
求
め
ら
れ
る

機
能
・
規
模
、
建
設
候
補
地
、
経

営
形
態
な
ど
に
つ
い
て
の
協
議
を

進
め
、
基
本
構
想
の
と
り
ま
と
め

の
最
終
段
階
に
あ
り
ま
す
。

　
「
新
図
書
館
整
備
検
討
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
で
は
、
会
議
の

開
催
や
複
数
の
先
進
地
視
察
な
ど

を
行
い
ま
し
た
。
そ
の
結
果
に
基

づ
き
、
新
施
設
の
理
念
や
目
的
、

基
本
的
な
機
能
な
ど
に
つ
い
て
整

理
し
た
「
新
図
書
館
整
備
基
本
構

平
成
23
年
度
当
初
予
算
（
案
）

　

当
初
予
算
の
編
成
に
当
た
っ
て

は
、
市
の
経
営
指
針
で
あ
る
第
２

次
瀬
戸
内
市
総
合
計
画
に
掲
げ
る

将
来
像
「
人
と
自
然
が
織
り
な
す

し
あ
わ
せ
実
感
都
市　

瀬
戸
内
」

の
実
現
の
た
め
、
財
政
運
営
適
正

化
計
画
の
第
一
目
標
で
あ
る
「
歳

入
に
見
合
っ
た
歳
出
構
造
へ
の
転

換
」「
基
金
を
取
り
崩
さ
な
く
て

も
収
支
の
均
衡
が
と
れ
る
財
政
体

質
の
確
立
」
を
目
指
し
ま
し
た
。

　

当
初
予
算
（
案
）
で
は
、
一
般

会
計
予
算
の
歳
入
の
う
ち
、
市
税

に
つ
い
て
は
、
個
人
市
民
税
が
景

気
後
退
の
影
響
な
ど
で
対
前
年
比

６・３
％
（
９
、７
４
９
万
円
）
の

減
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。一
方
で
、

法
人
市
民
税
が
企
業
業
績
の
回

復
な
ど
か
ら
対
前
年
比
３５
・
６
％

（
１
億
３
、８
６
７
万
円
）
の
増
と

見
込
ん
で
い
る
た
め
、
市
税
全

体
で
は
対
前
年
比
１・３
％
（
５
、

９
０
１
万
円
）
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
人

口
減
に
よ
る
減
少
が
見
込
ま
れ
る

も
の
の
、
地
方
の
地
域
活
性
化
・

雇
用
・
子
育
て
施
策
な
ど
の
継
続

的
な
取
り
組
み
に
必
要
な
特
別
枠

「
地
域
活
性
化
・
雇
用
等
対
策
費
」

に
よ
る
財
源
の
確
保
や
税
収
の
動

向
な
ど
か
ら
、対
前
年
比
１・３
％

（
６
、０
０
０
万
円
）
の
増
と
見
込

ん
で
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
地
方
財
源
の
不
足
を

補
て
ん
す
る
た
め
の
臨
時
財
政
対

策
債
は
対
前
年
比
７
・
１
％
（
６
、

０
０
０
万
円
）
の
増
と
見
込
ん
で

い
ま
す
が
、
財
政
運
営
適
正
化

計
画
に
基
づ
き
、
市
債
の
発
行
額

を
抑
制
し
た
こ
と
か
ら
、
市
債
全

体
で
は
対
前
年
比
７
・５
％
（
９
、

１
９
０
万
円
）
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
義
務
的
経
費
が
全

体
の
約
52
％
を
占
め
て
お
り
、
償

還
の
ピ
ー
ク
を
過
ぎ
た
公
債
費

は
減
少
し
た
も
の
の
、
錦
海
塩
田

跡
地
の
振
興
や
図
書
館
の
整
備
な

ど
に
係
る
職
員
の
配
置
、
地
方
議

会
議
員
年
金
制
度
の
廃
止
に
伴
う

負
担
金
の
増
額
な
ど
に
よ
る
人
件

費
、
社
会
保
障
費
の
自
然
増
や
子

ど
も
手
当
の
増
額
、
中
学
生
ま
で

の
医
療
費
の
無
料
化
な
ど
に
よ
る

扶
助
費
の
増
加
に
よ
り
対
前
年
比

２・８
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

投
資
的
経
費
で
は
、
翌
年
度
工

　

国
勢
調
査
の
速
報
値
に
よ
る
と

本
市
の
人
口
は
平
成
17
年
と
比
較

し
て
１
、２
０
０
人
程
度
減
少
し

て
い
る
こ
と
が
判
明
し
ま
し
た
。

　

岡
山
県
全
体
が
減
少
傾
向
に
あ

る
中
で
、
減
少
の
割
合
は
比
較
的

大
き
く
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
人
口

減
少
の
速
度
を
緩
め
、
地
域
間
の

バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
持
続
可
能
な

ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

住
民
基
本
台
帳
の
デ
ー
タ
な
ど

か
ら
本
市
の
特
徴
と
し
て
推
測
さ

れ
る
こ
と
と
し
て
、
転
入
と
転
出

の
差
は
大
き
く
な
い
も
の
の
、
比

較
的
若
い
世
代
の
転
出
が
見
ら

れ
、
結
果
的
に
人
口
が
自
然
減
少

し
て
い
く
状
況
と
な
っ
て
い
る
点

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

他
方
、
京
阪
神
方
面
か
ら
の
転

入
も
一
定
程
度
見
ら
れ
、
県
外
か

ら
瀬
戸
内
市
に
魅
力
を
感
じ
る
人

が
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
て
、今
後
は
、

３
０
％
減
量
」
を
目
標
に
掲
げ
て

推
進
し
て
い
ま
す
が
、
現
在
の
と

こ
ろ
５
％
前
後
の
減
量
で
推
移
し

て
い
る
状
況
で
す
。
本
年
度
の
取

り
組
み
を
継
続
し
、
今
後
市
民
一

人
ひ
と
り
へ
の
働
き
か
け
を
さ
ら

に
積
極
的
に
行
う
た
め
の
具
体
的

な
施
策
の
検
討
を
進
め
て
い
く
予

定
で
す
。

　
「
定
住
化
検
討
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
」
で
は
、
ま
だ
検
討
を
始

め
た
ば
か
り
で
す
が
、
主
と
し
て

若
年
層
世
帯
の
瀬
戸
内
市
内
へ
の

定
住
化
を
促
進
す
る
魅
力
的
な
施

策
の
検
討
を
重
ね
て
い
き
ま
す
。

　
「
錦
海
塩
田
跡
地
活
用
検
討
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
は
、
担
当

課
だ
け
で
は
検
討
が
困
難
な
錦
海

塩
田
跡
地
を
取
り
巻
く
諸
課
題
に

つ
い
て
、
ま
ず
は
課
題
を
整
理
し

た
上
で
、
具
体
的
な
対
応
策
や
内

外
と
の
連
携
方
策
に
つ
い
て
、
議

会
と
も
連
携
を
取
り
な
が
ら
検
討

を
深
め
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

想
」
を
本
年
度
中
に
と
り
ま
と
め

る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

　
「
生
活
交
通
シ
ス
テ
ム
検
討
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
で
は
、
交

通
空
白
地
域
や
い
わ
ゆ
る
交
通
弱

者
等
の
実
態
把
握
に
努
め
る
な
ど

瀬
戸
内
市
に
合
っ
た
生
活
交
通
の

仕
組
み
を
協
議
し
て
い
ま
す
。
７

月
ご
ろ
ま
で
に
は
事
業
者
を
含
め

た
公
共
交
通
会
議
を
開
催
し
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

　
「
子
ど
も
教
育
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
」
で
は
、
教
育
委
員
会
と

保
健
福
祉
部
と
の
連
携
の
下
、
ア

ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
実
施
し
た
上

で
、
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
や
各

園
で
の
対
応
の
強
化
方
策
な
ど
に

つ
い
て
協
議
を
し
て
い
ま
す
。
今

後
、
こ
れ
ら
の
子
ど
も
支
援
の
諸

施
策
の
具
体
化
に
つ
い
て
さ
ら
に

議
論
を
深
め
て
い
き
ま
す
。　

　
「
ご
み
30
％
減
量
作
戦
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
で
は
、
平
成
22

年
度
か
ら
の
３
年
間
で
「
ご
み

事
の
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
か
も
め

施
設
整
備
事
業
や
学
校
教
育
施
設

耐
震
化
整
備
事
業
の
設
計
費
な
ど

を
計
上
し
て
い
ま
す
が
、
市
道
南

北
線
な
ど
の
工
事
完
了
に
よ
り
対

前
年
比
30
・
９
％
の
大
幅
な
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
他
の
経
費
で
は
、
補
助
費

等
が
土
地
改
良
事
業
の
償
還
助
成

の
減
な
ど
に
よ
り
減
少
し
て
い
る

も
の
の
、
電
算
シ
ス
テ
ム
の
更
新

な
ど
の
物
件
費
、
下
水
道
事
業
特

別
会
計
の
公
債
費
な
ど
の
増
加
に

よ
る
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
が
増

額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
結
果
、一
般
会
計
予
算
は
、

１
４
０
億
６
、９
１
８
万
８
千
円

と
な
り
、
前
年
度
と
比
較
す
る
と

０・
２
％（
２
、６
６
９
万
５
千
円
）

の
微
増
と
な
り
ま
す
。

防
犯
灯
の
管
理

　　

防
犯
灯
の
電
球
交
換
は
、
４
月

か
ら
中
国
電
力
に
よ
る
無
料
の
取

り
替
え
サ
ー
ビ
ス
が
中
止
さ
れ
る

こ
と
に
伴
い
、
市
所
有
、
自
治
会

所
有
に
か
か
わ
ら
ず
、
市
が
対
応

す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

市
へ
の
連
絡
方
法
な
ど
は
、
３

月
中
に
行
政
委
員
や
市
民
へ
お
知

ら
せ
す
る
予
定
で
す
。

　

ま
た
、
市
が
所
有
す
る
防
犯
灯

は
、
維
持
管
理
コ
ス
ト
な
ど
を
考

慮
し
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
防
犯
灯
に
順
次
切

り
替
え
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

消
費
生
活
相
談
事
業

　

高
齢
者
を
中
心
と
し
た
悪
質
商

法
被
害
の
増
加
が
報
告
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
た
め
、
２
月
に
竹
内

俊
一
弁
護
士
を
講
師
に
迎
え
て
、

「
高
齢
者
被
害
早
期
発
見
・
対
応

勉
強
会
」
を
開
催
し
た
と
こ
ろ
、

高
齢
者
と
関
わ
る
機
会
の
多
い
民

生
委
員
・
児
童
委
員
、
社
会
福
祉

協
議
会
の
協
力
に
よ
り
、
福
祉
委

員
な
ど
３
地
域
で
約
１
５
０
人
が

参
加
し
ま
し
た
。

　

平
成
23
年
度
に
は
、
さ
ら
に
消

費
生
活
相
談
事
業
を
充
実
す
べ

く
、
国
の
地
方
消
費
者
行
政
活
性

化
事
業
の
活
用
に
よ
り
、
専
門
の

嘱
託
相
談
員
を
雇
用
す
る
た
め
の

予
算
を
計
上
し
、
相
談
体
制
の
強

化
を
図
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

小
児
医
療
費
を
無
料
化

　

10
月
１
日
か
ら
中
学
３
年
生
ま

で
の
医
療
費
を
無
料
に
し
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
通
院
は
就
学
前
ま

で
、
入
院
に
つ
い
て
は
小
学
６
年

生
ま
で
無
料
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、市
独
自
の
施
策
と
し
て
、

平
成
21
年
７
月
受
診
分
か
ら
、
子

育
て
支
援
医
療
費
助
成
の
制
度
を

設
け
、
通
院
・
入
院
と
も
に
中
学

３
年
生
ま
で
は
医
療
費
の
２
割
分

を
助
成
し
、
保
護
者
の
実
質
的
な

負
担
は
１
割
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

子
育
て
に
関
す
る
さ
ま
ざ
ま
な

諸
施
策
を
通
じ
、
総
合
計
画
の
基

本
構
想
に
も
掲
げ
る
「
安
心
し
て

子
供
を
出
産
し
、
育
て
る
こ
と
が

で
き
る
ま
ち
」「
子
供
た
ち
が
夢

を
持
ち
続
け
ら
れ
る
ま
ち
」
の
実

現
を
目
指
し
ま
す
。

高齢者の被害防止を学んだ勉強会

蔵書が溢れる現在の瀬戸内市立図書館



民
間
保
育
園
の
新
設

　

４
月
１
日
に
「
長
船
ち
と
せ
保

育
園
」
が
開
園
し
ま
す
。
定
員
は

80
人
に
対
し
、
年
度
当
初
の
入
園

児
は
39
人
に
な
る
見
込
み
で
す
。

　

今
後
は
、
途
中
入
園
の
希
望
者

が
あ
っ
た
場
合
、
保
護
者
の
理
解

の
下
、
同
保
育
園
へ
の
入
園
調
整

を
行
い
ま
す
。

　

同
保
育
園
に
は
、
保
護
者
か
ら

の
要
望
も
多
か
っ
た
子
育
て
支
援

セ
ン
タ
ー
を
併
設
し
て
お
り
、
子

育
て
家
庭
や
そ
の
支
援
団
体
な
ど

が
積
極
的
に
活
用
で
き
る
セ
ン

タ
ー
と
す
る
た
め
、
市
内
の
各
保

育
園
と
の
連
携
に
努
め
る
こ
と
に

し
て
い
ま
す
。

　

公
立
の
保
育
園
で
は
、
多
目
的

ホ
ー
ル
を
保
育
室
と
し
て
利
用
し

て
い
た
ホ
ー
ル
保
育
を
、
邑
久
保

育
園
と
福
田
保
育
園
の
２
園
で
解

消
す
る
こ
と
が
で
き
て
い
ま
す
。

　

入
園
可
能
年
齢
は
、
現
在
は
生

後
６
か
月
で
す
が
、
平
成
23
年
度

か
ら
は
、
市
内
の
民
間
保
育
園
に

お
い
て
、
生
後
２
か
月
か
ら
の
入

園
が
可
能
と
な
り
、
産
後
休
暇
終

了
後
に
育
児
休
業
取
得
が
困
難
な

家
庭
へ
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

土
地
改
良
事
業
分
担
金
の
減
免

　

用
排
水
路
に
は
、
一
般
家
庭
の

排
水
が
多
く
放
流
さ
れ
、
土
地
改

良
事
業
に
対
す
る
負
担
を
農
家
だ

け
に
求
め
る
こ
と
に
不
公
平
感
が

生
じ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
４

月
１
日
か
ら
用
水
専
用
水
路
、
パ

イ
プ
ラ
イ
ン
、
頭
首
工
（
河
川
の

流
水
を
用
水
路
に
引
き
入
れ
る
た

め
の
施
設
）、
樋
門
、
た
め
池
と

い
っ
た
受
益
者
が
特
定
で
き
る
施

設
に
限
定
し
、
排
水
が
多
く
流
入

す
る
用
水
路
に
つ
い
て
は
、
か
ん

が
い
排
水
事
業
の
分
担
金
を
免
除

す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
幅
員
３
㍍
以
上
の
農

道
・
林
道
に
つ
い
て
も
、
一
般
車

両
の
通
行
が
増
大
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
用
排
水
路
と
同
様
に
分
担

金
を
免
除
し
ま
す
。

病
院
改
革

　

10
月
に
（
財
）
日
本
医
療
機
能

評
価
機
構
の
病
院
機
能
評
価
を
受

審
す
る
た
め「
職
員
の
意
識
改
革
」

「
市
民
に
信
頼
さ
れ
る
病
院
」
を

目
指
し
て
職
員
一
丸
と
な
っ
て
取

り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

ま
た
、
地
域
連
携
に
向
け
て
、

昨
年
末
「
岡
山
も
も
脳
ネ
ッ
ト
」、

県
の
「
地
域
連
携
パ
ス
」
に
参
入

し
ま
し
た
。

　

新
病
院
建
設
を
前
に
新
し
い
医

療
機
器
の
導
入
は
控
え
て
い
ま
し

た
が
、
診
療
を
受
け
る
患
者
へ
の

診
療
機
能
の
強
化
と
サ
ー
ビ
ス
向

上
の
た
め
、
最
低
限
の
機
器
に
つ

い
て
は
整
備
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

　

導
入
後
10
年
を
経
過
し
た
Ｃ
Ｔ

は
、
新
年
度
に
は
、
Ｘ
線
検
出
器

を
複
数
に
配
列
し
た
16
列
マ
ル
チ

ス
ラ
イ
ス
Ｃ
Ｔ
と
併
せ
て
画
像
保

存
通
信
シ
ス
テ
ム
「
パ
ッ
ク
ス
」

の
導
入
を
考
え
て
お
り
、
こ
れ
ら

の
機
器
は
新
病
院
へ
移
設
す
る
計

画
で
す
。

　

ま
た
、
病
院
の
Ｉ
Ｔ
化
に
向
け

て
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー

の
更
新
、
病
院
業
務
の
省
力
化
と

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
短
縮
化
を
目
指

す
た
め
一
部
に
オ
ー
ダ
リ
ン
グ
シ

ス
テ
ム
や
電
子
カ
ル
テ
の
導
入
も

計
画
し
て
い
ま
す
。

学
校
の
耐
震
補
強
工
事

　

教
育
委
員
会
で
は
「
学
校
施
設

等
の
耐
震
化
計
画
」
に
基
づ
き
平

成
24
年
度
完
了
を
目
指
し
て
耐
震

補
強
工
事
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

本
年
度
は
、
Ｉ
Ｓ
値
０・
３
未

満
の
耐
震
補
強
工
事
と
し
て
、
邑

久
小
学
校
・
今
城
小
学
校
・
玉
津

小
学
校
の
体
育
館
、
牛
窓
北
小
学

校
・
邑
久
小
学
校
の
校
舎
、
邑
久

小
学
校
ゆ
め
広
場
、
長
船
中
学
校

技
術
教
室
が
本
年
度
末
ま
で
に
完

成
し
ま
す
。

　

平
成
23
年
度
は
Ｉ
Ｓ
値
０・
３

以
上
の
耐
震
補
強
工
事
と
し
て

邑
久
小
学
校
と
裳
掛
小
学
校
の
校

舎
、
長
船
中
学
校
特
別
教
室
棟
校

舎
を
実
施
す
る
予
定
で
す
。

　

な
お
、
牛
窓
東
小
学
校
校
舎
の

耐
震
補
強
工
事
は
、
岡
山
県
建
築

物
耐
震
診
断
等
評
価
委
員
会
で
の

指
摘
事
項
を
踏
ま
え
て
協
議
し
た

結
果
、
改
築
す
る
方
針
で
平
成
23

年
度
に
実
施
設
計
を
行
い
、
工
事

は
平
成
24
年
度
に
実
施
す
る
計
画

で
す
。

英
語
活
動
へ
の
対
応

　

小
学
校
で
は
、
新
し
い
学
習
指

導
要
領
の
実
施
に
伴
い
、
平
成
23

年
度
か
ら
外
国
語
活
動
（
英
語
活

動
）
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。
特
に
小
学
校
５
・
６
年
生

で
は
、
英
語
を
使
う
活
動
が
週
１

回
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
市
で
は
、
岡
山
県

が
新
た
に
実
施
す
る
「
外
国
語
教

育
推
進
事
業
」
に
取
り
組
む
予
定

で
す
。
県
内
３
中
学
校
区
が
２
年

間
の
研
究
指
定
を
受
け
、
小
学
校

と
中
学
校
が
連
携
し
て
英
語
活
動

の
研
究
を
進
め
る
も
の
で
、
本
市

で
は
、
長
船
地
域
を
研
究
地
域
に

想
定
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
事
業
へ
の
参
加
に
よ
り
、

小
学
生
が
英
語
に
親
し
み
、
英
語

を
活
用
で
き
る
力
を
伸
ば
す
と
と

も
に
、
中
学
校
で
の
英
語
教
育
へ

ス
ム
ー
ズ
な
移
行
を
目
指
す
も
の

と
し
ま
す
。

新たな子育て支援の拠点となる長船ちとせ保育園

職員の市
　市職員の給与は、人事院の勧告やほかの地方自治体との均衡
を考慮して、条例で定められていますが、市民により一層のご
理解をいただくため、現在の状況をお知らせします。詳細は、
市のホームページに掲載しています。
■問い合わせ先　総務課　☎０８６９-２２ - １１１１ 

給与状況を公表

５  職員の初任給の状況　H22.4.1 現在
区分 瀬戸内市 国

一般行政職
大学卒

円 円

172,200 172,200

高校卒 140,100 140,100

技能労務職 高校卒 137,200 ― 

６  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　H22.4.1 現在

区分
経験年数

10年 15 年 20 年

一般行政職
大学卒

円 円 円

235,967 288,400 335,367

高校卒 200,150 263,800 296,350

７  一般行政職の級別職員数の状況　H22.4.1 現在
区分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

計
標準的な職務内容 部長 課長・参事 課長補佐 係長・主幹 主査 主任 主事

職員数
人

8 32 25 26 37 38 35 201

構成比
％
4.0 15.9 12.4 12.9 18.5 18.9 17.4 100.0

８ 職員手当の状況（上水道・病院事業職員を除く全職員）
（１） 期末手当・勤勉手当　H22.4.1 現在

区分 6月期 12 月期 計
期末手当 月分 1.25 1.50 2.75
勤勉手当 月分 0.70 0.70 1.40

（３） 特殊勤務手当　H22.4.1 現在
支給実績（21年度決算） 3,308 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（21年度決算） 48,647 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 16.3%

手当の種類（手当数） 6
手当の名称 支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価
防疫作業手当 作業従事職員 感染病防疫作業 日額 1,000 円
犬猫死体処理手当 作業従事職員 犬猫等の死体処理作業 １体 1,000 円
行旅人死体取扱手当 作業従事職員 行旅死亡人の死体処理 １体 3,000 円
環境衛生手当 作業従事職員 クリーンセンター等での業務 月額 15,000 円

火葬業務手当 作業従事職員
火葬作業（平日） １体 18,000 円
火葬作業（土日・祝日） １体 25,000 円

消防業務手当 消防業務従事職員
休日等出勤 １回 300～ 500 円
救急出動等 １回 150～ 370 円

（４） 時間外勤務手当
支給実績（21年度決算） 53,719 千円

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 129 千円

11  部門別職員数の状況と主な増減理由 　H22.4.1 現在

区分
職員数 対前年

増減数 主な増減理由
平成 21年 平成 22 年

給
料

一
般
行
政
部
門

議会 5 人 5 人 0 人

総務 73 72 △ 1 人事異動による減
税務 19 19 0
農林水産 16 10 △ 6 機構改革による減
商工 4 4 0
土木 13 17 4 機構改革による増
民生 87 85 △ 2 人事異動による減
衛生 27 27 0
計 244 239 △ 5

教育部門 70 68 △ 2 指定管理者制度による減
消防部門 68 69 1 欠員補充による増
小計 382 376 △ 6

会
計
等
部
門

公
営
企
業

病院 76 77 1 欠員補充による増
水道 30 29 △ 1 人事異動による減
下水道 9 13 4 機構改革による増
その他 25 25 0
小計 140 144 4

合計 522 520 △ 2

１ 人件費の状況（平成 21 年度普通会計決算）
住民基本台帳人口
（21年度末）

歳出額
A 実質収支 人件費

B
人件費比率
B/A

人 千円 千円 千円 ％

39,092 15,711,655 439,946 3,078,290 19.6
（注）人件費には市長・議員などの給料・報酬を含んでいます。

２  職員給与費の状況（平成 21 年度普通会計決算）
職員数
A

給与費 １人当たり給与費
B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B

人 千円 千円 千円 千円 千円

381 1,337,604 177,537 491,873 2,007,014 5,268
（注）職員手当には、退職手当を含みません。また、職員数は平成 21 年 4月 1日現在の人数です。

３  一般行政職の給与水準（ラスパイレス指数の状況） 　H22.4.1 現在
瀬戸内市 県内 14市平均（岡山市を除く）

93.7 99.0
（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水

準を示す指数です。

（２） 退職手当　H22.4.1 現在
区分 勤続 20年 勤続 25 年 勤続 35 年 最高限度額

　自己都合 月分 23.50 33.50 47.50 59.28
　勧奨・定年 月分 30.55 41.34 59.28 59.28
平成 21 年度 1人当たり平均支給額　自己都合 5,817 千円　勧奨・定年 28,262 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は平成21年度に退職した職員に支給された平均額です。

（５） その他の手当　H22.4.1 現在

手当名 内容及び支給単価 支給実績
（21年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（21 年度決算）

扶養手当 配偶者、子どもなどの区分により被扶養
親族 1人につき 6,500 円～ 13,000 円

千円 円

39,619 235,827
住居手当 借家のみ 12,000 円～ 27,000 円 23,873 274,402

通勤手当

　・交通機関利用者
　運賃の額に応じて最高 55,000 円まで支給
　・自動車などの使用者
　距離に応じて 2,000 ～ 24,500 円

22,402 61,883

管理職手当 職に応じて給料の 7.2 ～ 9.6%（8～ 12％） 36,549 384,726
管理職員特別
勤務手当

管理職が緊急時、休日等に出勤した場合
1回上限 4,000 円、6時間超 6,000 円 222 5,285

宿日直手当 勤務場所に応じて 4,200 ～ 5,900 円 5,845 14,084
（注）平成 20 年度から管理職手当の減額措置を行っています。（　）は減額前の数値です。

９ 特別職の報酬等の状況 　H22.4.1 現在
区分 給料月額 期末手当

給
料

市長
円

平成 21 年度支給割合 2.95 月分（6月期
1.4 月分、12 月期 1.55 月分）・加算措置
44％

660,000（880,000）

副市長 576,000（720,000）

教育長 531,200（640,000）

報
酬

議長 450,000
平成 21 年度支給割合 3.0 月分（6 月期
1.4 月分、12 月期 1.6 月分）・加算措置
15%

副議長 380,000

議員 350,000
（注）市長25％、副市長20％、教育長17％の減額措置を行っています。（　）は減額前の数値です。

10  定員管理の数値目標及び進捗状況 　H17.4.1 ～ H22.4.1 における定員管理の数値
職員数

増減数 増減率
H17.4.1 H22.4.1

人 人 人 ％

561 520 △ 41 △ 7.31

４  職員の平均年齢、平均給料月額の状況 　H22.4.1 現在
区分 平均年齢 平均給料月額

一般行政職
歳 円

41.5 308,200

技能労務職 52.2 286,900
（注）平均給料月額とは平成 22 年 4月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。



　

ま
た
、
40
歳
か
ら
64
歳
ま
で

の
人
は
、
介
護
保
険
料
率
も
１
・

５
１
％
（
現
行
１・
５
０
％
）
へ

変
更
さ
れ
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　

協
会
け
ん
ぽ
岡
山
支
部

　

☎
０
８
６-

８
０
３-

５
７
８
０

　

HP http://www.kyoukaikenpo.

　

or.jp/

 

お
知
ら
せ
し
ま
す

 

介
護
保
険
料
の
基
準
額
と
納
付
月

　

平
成
21
〜
23
年
度
に
お
け
る
65

歳
以
上
の
人
の
介
護
保
険
料
基
準

額
は
、年
額
５
５
、２
０
０
円
（
月

額
４
、６
０
０
円
）
で
す
。

　

保
険
料
は
、
前
年
の
所
得
が
確

定
す
る
ま
で
の
間
を
仮
算
定
（
仮

徴
収
）
期
間
と
し
、
前
年
度
の
保

険
料
を
基
に
算
定
し
ま
す
。

　

前
年
の
所
得
が
６
月
に
確
定
し

た
後
、
年
間
保
険
料
を
決
定
し
、

仮
算
定
（
仮
徴
収
）
期
間
の
保
険

料
を
差
し
引
い
た
額
を
納
め
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
納
付
月
な
ど
は

次
の
と
お
り
で
す
。

【
普
通
徴
収
】（
納
付
書
、
口
座
振   

　

替
を
利
用
の
人
）

　

４
月
に
仮
算
定
納
付
通
知
書
が

届
き
ま
す
（
納
期
限
５
月
２
日
）。

そ
の
後
、
６
月
に
本
算
定
納
付
通

知
書
が
届
き
ま
す
の
で
、
６
、８
、

10
、
12
、
２
月
の
納
付
月
に
納
め

て
く
だ
さ
い
。

【
特
別
徴
収
】（
年
金
か
ら
天
引
き

　

の
人
）

　

前
年
度
の
２
月
分
の
保
険
料
の

額
が
仮
徴
収
額
と
し
て
、
４
、６
、

８
月
分
の
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ

ま
す
。
６
月
に
本
算
定
決
定
通
知

瀬戸内市介護保険料（年額）

固
定
資
産
税
課
税
明
細
書
の

内
容
確
認
を

　　

現
在
送
付
し
て
い
る
固
定
資
産

税
の
納
税
通
知
書
に
は
、
土
地
・

家
屋
の
課
税
明
細
書
が
同
封
さ
れ

て
い
ま
す
。　

　

課
税
明
細
書
に
あ
る
各
物
件
の

備
考
欄
に
は
、「
住
宅
用
地
の
特

例
」「
新
築
住
宅
の
軽
減
」「
新
築

住
宅
の
軽
減（
適
用
最
終
年
）」「
登

記
簿
上
の
所
有
者
」「
公
益
減
免
」

の
情
報
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
の

で
、
ご
確
認
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
土
地
・
家
屋
価
格
等
縦
覧

帳
簿
を
閲
覧
で
き
ま
す

　

土
地
・
家
屋
価
格
等
縦
覧
帳
簿

に
は
、
土
地
の
地
目
、
地
積
、
評

価
額
な
ど
や
家
屋
の
種
類
、構
造
、

床
面
積
、
評
価
額
な
ど
が
記
載
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

土
地
・
家
屋
の
評
価
額
を
比
較

し
、
自
ら
の
土
地
・
家
屋
の
評
価

　

固
定
資
産
税
と
は
、
毎
年
１
月

１
日（
賦
課
期
日
）現
在
に
土
地・

家
屋
・
償
却
資
産
と
い
っ
た
固
定

資
産
を
所
有
し
て
い
る
人
が
、
そ

の
固
定
資
産
の
価
格
を
も
と
に
算

出
さ
れ
る
税
額
を
そ
の
固
定
資
産

の
所
在
す
る
市
町
村
へ
納
め
る
税

金
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　

固
定
資
産
の
評
価
は
、
総
務
大

臣
が
定
め
た
固
定
資
産
評
価
基
準

に
基
づ
い
て
行
い
、
市
長
が
そ
の

価
格
を
決
定
し
ま
す
。

 

減
免
し
ま
す

 

障
害
の
あ
る
人
の
軽
自
動
車
税

　

身
体
に
障
害
の
あ
る
人
や
重
度

の
精
神
障
害
の
あ
る
人
が
所
有
し

て
い
る
軽
自
動
車
は
、
一
定
の
条

件
に
よ
り
、
申
請
に
よ
っ
て
、
１

人
１
台
に
限
り
軽
自
動
車
税
が
減

免
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
４
月
１
日
現
在
で
満

18
歳
未
満
の
身
体
に
障
害
の
あ
る

人
、
ま
た
は
精
神
に
障
害
が
あ
る

人
は
、
そ
の
人
と
生
計
を
同
じ
く

す
る
人
が
所
有
す
る
軽
自
動
車
も

対
象
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
普
通
車
の
減
免
を
受
け

て
い
る
人
は
軽
自
動
車
税
の
減
免

を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

軽
自
動
車
税
の
減
免
を
希
望
す

る
人
は
、
印
鑑
、
障
害
者
手
帳
、

運
転
す
る
人
の
運
転
免
許
証
を
持

参
の
上
、
税
務
課
、
各
支
所
ま
た

は
出
張
所
で
減
免
申
請
を
し
て
く

だ
さ
い
。
申
請
書
は
そ
れ
ぞ
れ
の

場
所
に
準
備
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
20
年
度
以
降
の
減
免
申
請

内
容
に
変
更
が
な
い
場
合
は
、
申

請
書
を
提
出
す
る
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
（
障
害
の
等
級
、
車
、
運
転

者
等
を
変
え
た
場
合
は
必
要
）。

▽
申
請
期
限　
５
月
24
日
（
火
）

■
問
い
合
わ
せ
先

　

税
務
課

　

☎
０
８
６
９-

２
２-

１
１
１
４

 

変
わ
り
ま
す

 

協
会
け
ん
ぽ
の
健
康
保
険
料
率

　

協
会
け
ん
ぽ
と
は
、
中
小
企
業

な
ど
で
働
く
従
業
員
と
そ
の
家
族

が
加
入
す
る
健
康
保
険
の
こ
と
で

す
。
こ
の
保
険
料
率
は
、
毎
事
業

年
度
、
都
道
府
県
ご
と
に
地
域
の

医
療
費
を
反
映
し
、算
定
し
ま
す
。

　

平
成
23
年
３
月
分
（
４
月
納
付

分
）
か
ら
岡
山
支
部
の
健
康
保
険

料
率
は
、
現
行
の
９・
３
８
％
か

ら
９・５
５
％
に
変
わ
り
ま
す（
任

意
継
続
被
保
険
者
は
、
平
成
23
年

４
月
分
保
険
料
か
ら
変
更
）。

書
が
届
き
、
仮
徴
収
額
を
差
し
引

い
た
保
険
料
が
10
、
12
、
２
月
分

の
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。

※
65
歳
に
な
っ
た
ば
か
り
の
人
や

　

転
入
し
て
き
た
人
な
ど
は
、
普

　

通
徴
収
と
な
り
、
特
別
徴
収
に

　

な
る
ま
で
６
カ
月
〜
１
年
程
度

　

か
か
り
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　

税
務
課

　

☎
０
８
６
９-

２
２-

１
１
１
４

額
が
適
正
か
ど
う
か
確
認
す
る
た

め
に
、
４
月
１
日
か
ら
第
１
期
の

納
期
限
ま
で
の
期
間
、
縦
覧
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

縦
覧
が
で
き
る
人
は
、
瀬
戸
内

市
に
所
在
す
る
土
地
・
家
屋
の
固

定
資
産
税
の
納
税
者
本
人
に
限
り

ま
す
。
縦
覧
に
当
た
っ
て
は
運
転

免
許
証
や
健
康
保
険
証
な
ど
本
人

の
確
認
が
で
き
る
も
の
を
お
持
ち

く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
代
理
人
の
場
合
は
、
委

任
状
と
代
理
人
の
本
人
確
認
が
で

き
る
書
類
が
必
要
で
す
。

　

土
地
・
家
屋
の
価
格
に
対
す
る

不
服
（
審
査
）
申
出
期
間
は
、
納

税
通
知
書
を
受
け
取
っ
た
日
の
翌

日
か
ら
起
算
し
て
60
日
で
す
。

▽
縦
覧
期
間　

４
月
１
日
（
金
）

　

〜
５
月
２
日
（
月
）

　
午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分

※
平
日
の
み
で
す
。

▽
縦
覧
場
所

　

瀬
戸
内
市
役
所
税
務
課

※
閲
覧
（
自
分
の
資
産
の
み
を
見

　

る
こ
と
）
は
、
各
支
所
・
出
張

　

所
で
も
行
っ
て
い
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　

税
務
課

　

☎
０
８
６
９-

２
２-

１
１
８
１

固
定
資
産
税
Ｑ
＆
Ａ

Ｑ
．
地
価
が
下
が
っ
て
い
る
の
に
税
額

が
上
が
る
の
は
？

　
地
価
の
下
落
に
よ
っ
て
土
地
の
評
価

額
が
下
が
っ
て
い
る
の
に
、
税
額
が
上

が
る
の
は
な
ぜ
？

Ａ
．
負
担
水
準
の
適
正
化
を
図
っ
た
た 

め
で
す

　
負
担
水
準
が
低
い
こ
と
に
よ
っ
て
起

こ
っ
て
い
ま
す
。
負
担
水
準
と
は
、
土

地
の
評
価
額
に
対
し
て
、
税
負
担
と
な

る
課
税
標
準
額
の
占
め
る
割
合
で
す
。

地
域
や
土
地
に
よ
る
負
担
水
準
の
ば
ら

つ
き
の
幅
を
狭
め
て
い
く
制
度
で
す
。

負
担
水
準
が
高
い
土
地
は
、
税
負
担
を

引
き
下
げ
た
り
、
据
え
置
い
た
り
す
る

一
方
で
、
負
担
水
準
の
低
い
土
地
に
つ

い
て
は
、
引
き
上
げ
て
い
く
仕
組
み
に

な
っ
て
い
ま
す
。

Ｑ
．
新
築
住
宅
の
税
額
が
急
に
高
く

な
っ
た
の
で
す
が
？

　
新
築
住
宅
を
建
て
て
、
４
年
目
に
な

り
ま
す
が
、
固
定
資
産
税
額
が
急
に
高

く
な
り
ま
し
た
。
ど
う
し
て
で
す
か
。

Ａ
．
軽
減
適
用
期
間
の
終
了
に
よ
る
も

の
で
す
。

　
新
築
の
住
宅
で
一
定
の
要
件
に
該
当

す
る
と
き
は
、
新
た
に
固
定
資
産
税
が

課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
年
度
か
ら

３
年
間
に
限
り
、
１
２
０
平
方
㍍
ま
で

の
面
積
の
税
額
が
２
分
の
１
に
軽
減
さ

れ
ま
す
。
税
額
が
高
く
な
っ
た
の
は
、

軽
減
適
用
期
間
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ

り
本
来
の
税
額
に
な
っ
た
た
め
で
す
。

所得段階 対象者 算式 保険料

第１段階
生活保護受給者、または老齢福祉年金受給
者で、世帯全員が市民税非課税の人

基準額× 0.50 27,600 円

第２段階
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所
得金額+課税年金収入額が 80 万円以下の人

基準額× 0.50 27,600 円

第３段階
世帯全員が市民税非課税で、第２段階以外
の人

基準額× 0.75 41,400 円

第４段階
本人が市民税非課税で、同一世帯に市民税
課税者がいる、前年の合計所得金額＋課税
年金収入額の合計が 80 万円以下の人

基準額× 0.90 49,600 円

第５段階
本人が市民税非課税で、同一世帯に市民税
課税者がいる、第 4段階以外の人

基準額× 1.00 55,200 円

第６段階
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額
が 200 万円未満の人

基準額× 1.25 69,000 円

第７段階
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額
が 200 万円以上 400 万円未満の人

基準額× 1.50 82,800 円

第８段階
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額
が 400 万円以上の人

基準額× 1.60 88,300 円

※合計所得金額とは、「収入金額」から「必要経費の相当額」を差し引いた額で、扶養控除 
　や医療費控除などの所得控除を行う前の金額です。

み
ん
な
で
支
え
合
っ
て
ま
ち
づ
く
り

そ
の
他
の
税
や
介
護
保
険
な
ど
の
お
知
ら
せ

固定資産税課税明細書（見本）

固
定
資
産
税
の
納
税
通
知
書
を
発
送
し
て
い
ま
す

家
屋
や
土
地
を
所
有
す
る
皆
さ
ん
へ

固定資産税やその他の税、介護保険などの情報をまとめてお知らせします



　

岡
山
県
で
は
、
市
町
村
の
実
情

に
即
し
た
計
画
と
し
て
「
岡
山
県

ク
リ
ー
ン
ラ
イ
フ
１
０
０
構
想
」

を
平
成
８
年
に
取
り
ま
と
め
、
汚

水
処
理
施
設
の
効
率
的
な
整
備
を

進
め
て
き
ま
し
た
が
、
将
来
の
少

子
高
齢
化
に
伴
う
人
口
減
少
な
ど

の
社
会
情
勢
の
変
化
に
対
応
す
る

た
め
、
平
成
21
、
22
年
度
に
構
想

の
見
直
し
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

本
市
に
お
い
て
も
、
公
共
下
水

道
な
ど
の
区
域
を
国
の
補
助
対
象

と
な
る
最
新
基
準
で
見
直
し
た
結

果
、
当
初
計
画
よ
り
範
囲
が
縮
小

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
厳
し
い
財

政
状
況
に
よ
り
事
業
が
進
み
に
く

い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
コ
ー
ナ
ー
で
は
、
こ
う
し

た
下
水
道
事
業
の
現
状
と
こ
れ
か

ら
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

事
業
の
進
捗
状
況　

　

平
成
21
年
度
末
の
下
水
道
の
整

備
率
は
26
％
で
、
11
処
理
区
中
７

区
が
完
成
済
で
す
。

　

合
併
浄
化
槽
な
ど
を
合
わ
せ
る

と
約
60
％
の
家
庭
が
汚
水
処
理
施

設
を
利
用
し
て
い
ま
す
。

　

大
き
な
処
理
区
の
建
設
に
は
約

20
〜
30
年
と
い
う
長
い
期
間
が
必

要
で
す
。

　
７
年
以
内
に
下
水
道
整
備
の
予

定
の
な
い
区
域
に
住
ん
で
い
る
人

に
は
、
合
併
浄
化
槽
の
設
置
に
補

助
金
が
出
ま
す
。

　
事
業
費
と
将
来
の
見
通
し

　

総
事
業
費
は
、
約
５
０
０
億
円

で
、
既
に
約
４
割
を
投
資
し
て
い

ま
す
。
建
設
費
の
５
％
を
受
益
者

分
担
金
、
35
％
を
国
の
補
助
金
・

交
付
金
、残
り
の
60
％
を
起
債（
借

金
）
で
ま
か
な
っ
て
い
ま
す
。 

　

起
債
の
総
額
は
、
約
３
０
０
億

円
の
予
定
で
、
利
子
を
含
め
る
と

約
４
０
０
億
円
と
な
る
見
込
み
で

す
。
こ
の
起
債
の
返
済
金
を
「
公

債
費
」
と
い
い
ま
す
。
全
て
の
起

債
の
返
済
を
終
え
る
に
は
、
約
50

　平成 23 年度国民年金第 1号被保険者の月々の
保険料は、平成 22 年度の保険料から 80 円減の
15,020 円となっています。保険料は、前払い（前納）
や口座振替を行うと安くなります。

■問い合わせ先
　市民課　☎０８６９- ２２ - １７９０
　岡山東年金事務所　☎０８６- ２７０ - ７９２８

〜
60
年
間
掛
か
り
、
平
均
で
年
約

７
億
円
の
公
債
費
が
必
要
で
す
。

　

国
は
、
こ
の
公
債
費
（
平
成
22

年
度
４
億
１
千
万
円
）
の
約
２
分

の
１
と
一
部
過
疎
地
域
に
対
す
る

高
率
配
分
や
整
備
が
進
ん
で
い
な

い
市
町
村
へ
の
重
点
化
分
を
地
方

交
付
税
と
し
て
市
の
一
般
会
計
へ

配
分
し
ま
す
。

　

市
は
、
こ
の
地
方
交
付
税
を
主

な
財
源
と
し
て
、
平
成
22
年
度
に

は
、
一
般
会
計
１
４
０
億
円
か
ら

下
水
道
事
業
特
別
会
計
へ
「
繰
出

金
」
と
し
て
、
４
億
８
千
万
円
を

出
し
て
支
援
し
て
い
ま
す
。

　

建
設
が
終
わ
り
、
全
て
の
受
益

者
の
利
用
が
始
ま
れ
ば
、
こ
の
特

別
会
計
の
収
入
と
な
る
下
水
道
使

用
料
は
、
年
約
７
億
円
に
な
り
ま

す
。
施
設
の
維
持
管
理
に
は
、
こ

の
使
用
料
を
充
て
ま
す
。

　
下
水
道
が
も
た
ら
す
効
果

　

下
水
道
は
、
広
範
囲
の
汚
水
を

集
合
処
理
す
る
た
め
、
安
定
し
て

高
度
処
理
が
可
能
と
な
り
、
公
共

用
水
域
の
水
質
保
全
効
果
が
高

く
、
豊
か
な
自
然
を
守
り
、
悪
臭

の
除
去
な
ど
生
活
環
境
の
改
善
に

広
く
貢
献
し
ま
す
。

　

こ
の
他
に
も
工
事
に
伴
い
、
雇

用
の
創
出
、
老
朽
化
し
た
道
路
の

舗
装
、
水
道
管
の
更
新
、
衛
生
セ

ン
タ
ー
な
ど
で
行
っ
て
い
る
し
尿

処
理
費
の
減
少
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な

効
果
が
期
待
で
き
ま
す
。

　

こ
の
た
め
下
水
道
事
業
で
は
、

受
益
者
分
担
金
や
下
水
道
使
用
料

だ
け
で
事
業
費
を
ま
か
な
う
の
で

は
な
く
公
費
に
よ
る
負
担
も
行
っ

て
い
ま
す
。

　

な
お
、
本
紙
今
月
号
に
旧
町
ご

と
の
計
画
区
域
図
な
ど
を
掲
載
し

た
チ
ラ
シ
を
折
り
込
ん
で
い
ま
す

の
で
、ご
確
認
を
お
願
い
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　

下
水
道
工
務
課

　

☎
０
８
６
９-

２
２-

５
１
５
１

納付方法ごとの支払額
納付方法 1カ月分 ６カ月分 １年分

現金
支払

月々 15,020              90,120 180,240  

前納 89,390
 （730）

177,040 
(3,200)

口座
振替

毎月当月
末振替

14,970
（50）

89,820 
（300）

179,640 
(  600)

前納 89,100
（1,020）

176,460 
(3,780)

※括弧内は現金支払額を基準にした割引額です。

見
直
し
ま
し
た

下
水
道
計
画
を

浄化した水を使った邑久処理センターのビオトープ

教
育
に
必
要
な
費
用
を
援
助
し
ま
す

就
学
援
助
・
奨
学
金
制
度

　

市
で
は
義
務
教
育
に
必
要
な
費

用
を
援
助
す
る
就
学
援
助
や
大
学

な
ど
の
学
資
の
貸
し
付
け
を
行
う

奨
学
金
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

【
就
学
援
助
制
度
】

　

経
済
的
な
理
由
で
就
学
が
困
難

な
家
庭
の
児
童・生
徒
を
対
象
に
、

学
用
品
費
や
給
食
費
な
ど
を
援
助

し
て
い
ま
す
。

　

前
年
度
に
引
続
き
援
助
を
希
望

す
る
場
合
も
申
請
が
必
要
で
す
。

▽
申
請
期
限　
５
月
31
日
（
火
）

※
翌
年
１
月
末
日
ま
で
随
時
受
け

　

付
け
ま
す
が
、
受
付
翌
月
か
ら

　

の
援
助
に
な
り
ま
す
。

▽
提
出
書
類

①
就
学
援
助
申
請
書

②
児
童
扶
養
手
当
証
書
の
写
し

③
委
任
状
（
所
得
証
明
発
行
用
）

④
家
賃
が
分
か
る
も
の
の
写
し

　
（
借
家
・
借
間
の
場
合
）

※
②
が
あ
れ
ば
③
以
下
は
不
要
で

　

す
。
①
・
③
は
教
育
委
員
会
、

　

各
小・中
学
校
、
中
央
公
民
館
、

　

長
船
町
公
民
館
に
あ
り
ま
す
。

【
奨
学
金
制
度
】

　

経
済
的
な
事
情
に
よ
っ
て
、
修

学
が
困
難
な
学
生
に
対
し
て
、
学

資
ま
た
は
育
英
上
必
要
な
資
金
の

貸
し
付
け
を
行
い
ま
す
。

▽
対
象
者　

高
等
学
校
、
学
校
教

　

育
法
に
基
づ
く
特
別
支
援
学
校

　

の
高
等
部
、
大
学
、
高
等
専
門

　

学
校
、
専
修
学
校
の
就
学
者

▽
受
付
期
限　

６
月
30
日
（
木
）

▽
提
出
書
類

①
奨
学
生
願
書

②
出
身
学
校
ま
た
は
在
学
校
長
の

　

奨
学
生
推
薦
調
書

③
世
帯
全
員
の
住
民
票

④
在
学
証
明
書

⑤
親
権
者
を
含
む
世
帯
全
員
の
所

　

得
課
税
証
明
書（
平
成
22
年
分
）

※
①
、
②
は
教
育
委
員
会
、
中
央

　

公
民
館
、
長
船
町
公
民
館
に
あ

　

り
ま
す
。
⑤
は
６
月
１
日
以
降

　

に
発
行
さ
れ
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　

総
務
学
務
課

　

☎
０
８
６
９-

３
４-

５
６
４
０

　

な
お
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
物
資

の
支
援
に
つ
い
て
は
、
瀬
戸
内
市

社
会
福
祉
協
議
会
で
受
け
付
け
て

い
ま
す
。

　

市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。

【
義
援
金
箱
設
置
場
所
】

　

市
役
所
、
各
支
所
、
裳
掛
出
張

所
、
ゆ
め
ト
ピ
ア
長
船
、
各
公
民

館
、
瀬
戸
内
市
民
病
院
、
瀬
戸
内

　

３
月
11
日
に
発
生
し
た
東
北
地

方
太
平
洋
沖
地
震
は
、
東
北
地
方

を
中
心
に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら

し
、
多
く
の
死
傷
者
お
よ
び
行
方

不
明
者
が
出
て
い
ま
す
。

　

こ
の
状
況
を
受
け
、
本
市
で
は

「
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
義
援

金
箱
」
を
開
設
す
る
と
と
も
に
、

日
本
赤
十
字
社
岡
山
県
支
部
で
も

義
援
金
を
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

市
立
美
術
館
、
備
前
長
船
刀
剣
博

物
館

【
日
本
赤
十
字
社
義
援
金
振
込
先
】

▽
金
融
機
関
・
種
別
・
口
座
番
号

　

・
中
国
銀
行
本
店

　

普
通
口
座　
７
６
１
１
６
８

　

・
ト
マ
ト
銀
行
本
店

　

普
通
口
座　

１
４
３
０
９
２
５

※
窓
口
取
扱
い
の
場
合
は
、
送
金

　

手
数
料
は
免
除
さ
れ
ま
す
。
な

　

お
、
右
記
の
銀
行
に
は
、「
赤

　

十
字
義
援
金
専
用
振
込
用
紙
」

　

が
用
意
し
て
あ
り
ま
す
の
で
、

　

窓
口
へ
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

▽
口
座
名
義　

日
本
赤
十
字
社
岡

　

山
県
支
部

▽
通
信
欄　
「
東
北
地
方
太
平
洋

　

沖
地
震
」
と
明
記

※
受
領
証
の
発
行
を
希
望
の
場
合

　

は
、
そ
の
旨
を
通
信
欄
に
記
載

　

し
て
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
先

①
義
援
金
に
つ
い
て

　

福
祉
課

　

☎
０
８
６
９-

２
６-

５
９
４
１

②
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
に
つ
い
て

　

瀬
戸
内
市
社
会
福
祉
協
議
会

　

☎
０
８
６
９-

２
２-

２
９
４
０

　

HP http://setouchisyakyo.

　

or.jp/

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
義
援
金
に
つ
い
て

義
援
金
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
物
資
支
援
な
ど


